
一 般 質 問 通 告 書 

令和８年第２回定例会 No.１  

順 位 質 問 者 質 問 事 項 要 旨 質 問 の 相 手 

１ 遠 山 勝 也 １ 硬度低減化施設建設の実現に

向けて 

(１) 硬度低減化施設建設の実現に向けて、今年度２月にあるメーカーの硬

度低減化試験装置が古里浄水場前の仮設コンテナで稼働し、水の硬度や

１日の浄水量等、各種データが出たと思いますが、そのデータの解析結

果並びに国や県への要望等の進捗状況について伺います。 

町      長 

 

２ 人口減少の進む中、持続可能

な上水道施設建設計画について 

(１) 令和８年の国交省上下水道予算案の中に、人口減少下においても必要

な上下水道を維持していくため、システムの分散化によるコンパクトな

インフラ整備の導入に必要な計画策定や施設整備(水源整備、小型浄水処

理装置、運搬送水の為の給水車導入等)を補助率１／３にて補助対象に追

加とあり、本町にとっても検討すべきではないかと思いますが、見解を

伺います。 

町      長 

 

２ 髙 田 豊 繁 １ 与論港岸壁のバリアフリー等

安全対策について 

 

(１) 近年物流コンテナの増大に伴う野積み占用の拡大等も相まって、乗降

客や送迎車輌等と荷役作業双方の安全で円滑なる利用が図られるよう、

岸壁面でのバリアフリー対策や安全対策が急務と思われるが、県と連携

し早急の対策を講じる考えはないか伺いたい。 

町      長 

 

２ ５月２０日発生の震度５強地

震の被害と復旧について 

(１) 民間施設等に関する被害の状況について伺いたい。 

(２) 公共施設に関する被害状況と復旧計画について伺いたい。 

町      長 

町      長 

３ 各種申請書等書類の押印省略

化の推進について 

 

(１) 役場内事務において、未だに町民等の署名押印が求められている手続

があると聞いているが、該当する手続きや改善が進まない理由及び今後

の改善計画の有無について伺いたい。 

町      長 

 

４ 公務における情報公開の推進

について 

 

(１) 与論空港の滑走路端延長工事等のスケジュールや、旧清掃センター問

題等については早期の周知と情報公開が必要と考えるが今後の計画を伺

いたい。 

町      長 

 



一 般 質 問 通 告 書 

令和８年第２回定例会 No.２  

順 位 質 問 者 質 問 事 項 要 旨 質 問 の 相 手 

３ 吉 田  勉 １ 防災体制の強化について (１) ５月２０日に震度５強の地震があり、今後も同程度以上の地震の発生

が懸念される。地震と津波を想定した避難訓練の徹底及び避難場所  

や避難道路等の再確認・再点検が必要不可欠と感じるが、見解を伺いま

す。 

町      長 

 

２ 自治公民館の機能強化につい

て 

(１) 本町は、昭和５９年に自治公民館制度が発足し、地域活動の拠点とし

て大きな役割を担い、様々な成果を収めてきている。発足後４０年を経

過し、地域では少子高齢化が進み、様々な課題も増えてきている。また、

中央公民館の休館に伴い多目的な利用も増えており、地域防災の拠点と

しても重要である。このことから、施設整備、防災機能の強化、併せて

役員報酬の検討等、環境整備が必要不可欠と感じるが見解を伺います。 

町      長 

 

４ 吉 田  剛 １ 少子化対策及び空き家解消に

ついて 

(１) 本町の人口もついに令和７年３月頃から５０００人を下回った。令和

６年に行われた「ことも未来推進ニーズ調査」において少子化の要因は

「住居不足」が第１位に挙げられている。空き家解消を住居確保に繋げ

ることは、Ｕターン促進や家族世帯増加に直結する課題だと考えるが、

住まいるプロジェクトの推進や入居促進を担う体制強化や組織化につい

て、考えを伺いたい。 

町      長 

 

２ 企業版ふるさと納税の戦略的

活用について 

(１) 自然発生的な寄付を待つのではなく、成功報酬型による専門業者の利

用など、町のリスクを抑えた攻めの施策を導入すべきと考える。「いくら

あれば何ができるか」など明確な試算に基づき企業版ふるさと納税を原

資とした事業展開の展望を伺いたい。 

町      長 
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５ 池田  理恵 １ 食を通した教育とまちづくり

の循環について 

(１) 学校給食は、食育、健康づくり、地域食文化の継承など、子どもの成

長と学びを支える重要な教育政策であると考えます。令和８年４月より

開始された国の学校給食費負担軽減制度において、既に給食費無償化を

実施している与論町における財政面への影響と現状。物価高騰や離島特

有の輸送コストを踏まえた給食の質の維持・向上及び今後の学校給食の

あり方について、本町の考えを伺います。 

(２) 「食」は全世代に共通する入口であり、学校、家庭、地域などをつな

ぎ、学びや意識、行動の変化を生み出す大きな可能性を持つ分野である

と考えます。そこで、食を通じ、教育、健康、農業、環境、観光、地域

経済をつなぐ「食を通した教育とまちづくりの循環」の可能性について、

本町の考えを伺います。 

教 育 長 

 

 

 

 

 

町      長 

 

 

 

２ 持続可能な自立型離島モデル

について 

(１) グリーン・デスティネーションズ・アワード シルバーアワード受賞は、

本町の環境保全と観光振興の両立が国際的に評価された成果であり、大

変意義深いものと考えます。一方で、持続可能な自立型経済の実現に向

けては、課題として示されている観光地マネジメント体制の整備、脱炭

素化の推進、地域事業者への取り組みの浸透と見える化など、次の段階

に向けた戦略的対応が重要であると考えます。そこで、今後の戦略体制

の構築と、持続可能な観光・環境・地域経済政策の展開について、本町

の考えを伺います。 

(２) 本年度より、縦割り行政を超えた横断的な司令塔として「企画戦略室」

が設置されました。そこで、現在の稼働状況と今後の方向性について伺

います。 

町      長 

 

 

 

 

 

 

 

町      長 

 


